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令和８年４月 

 

留  萌  振  興  局 

留萌農業改良普及センター



Ⅰ　地域の概要 

１　地理条件 

留萌管内は北海道の北西部に位置

し西は日本海、北はサロベツ原野、

南は暑寒別岳を中心とした増毛山地、

東は天塩山地に接した東西67km､南北

155kmにわたる南北に長い地域であ

る。 

西側は海岸近くまで丘陵が迫る海

岸段丘が随所に見られ、東側の大部

分は山岳丘陵地帯が分布している。

北部は天塩川下流域、サロベツ原野

などの沖積平野で、中・南部は羽幌

川、小平蘂川などの日本海に注ぐ中

小の河川に沿って平坦地が分布する、

「櫛（くし）の歯」状の地形が特徴

であり、１市６町１村で構成されて

いる。 

交通は、国道231号(札幌～留萌)、

232号(留萌～天塩)及び主要道道稚内

天塩線が沿岸に沿って走り、広域観

光ルート「日本海オロロンライン」

を形成している。 

また、深川と留萌を結ぶ高規格幹

線道路「深川・留萌自動車道」が令

和２年に開通し、内陸の上川、空知圏との一層の物流拡大、生活・文化・産業経済の交流圏

域の拡大が進んでいる。 

鉄道は、ＪＲ留萌本線(深川～増毛）の一区間（留萌～増毛）が令和３年12月に、留萌～沼

田間が令和５年３月で廃止され、バス及び乗り合いタクシー等が地域住民の交通手段として、

今まで以上に重要になっている。航路は、羽幌港から焼尻島・天売島へのフェリーが運行さ

れ離島住民の重要な交通手段となっている。 

 

２　産業構造 

管内の人口は昭和30年代前半の約14万人をピークに減少が続いており、住民基本台帳人口

によると令和７年１月末現在

で38,895人となっている。人

口減少の要因は、基幹産業で

ある農林水産業の停滞や鉱業

の廃止によるもので、過疎化

と高齢化の進行が著しく、平

成12年度には管内８市町村全

てが過疎地域の指定を受けて

いる。また、65歳以上の高齢

者人口の割合は40.7％で、全

道平均の32.8％に比べてかな

り高くなっている（令和６年

国勢調査データ引用）。

図１　主な市町村間の距離

図２　留萌管内の人口と世帯数の推移



３　気象条件 

日本海を北上する

対馬海流の影響によ

り、同緯度の他の地

域に比べ温暖だが、

南北に細長い地域の

ため南部と北部では

気温はかなり異なる。 

年平均気温は、北

部は６～７℃、中部

は７～８℃、南部は

８～９℃となってお

り、このことが北部

では酪農、中南部で

は稲作、果樹、野菜、

肉牛等、多様な農業形態が営まれる要因となっている。 

また、日本海に面し、後背部が山岳地帯となっていることから、前線や台風などの影響を

受けて、７月中旬以降から冬にかけては降水量が多くなるという特徴が見られる。冬期間の

積雪は平均１ｍ前後だが、内陸部では２ｍ前後に達する地域があり、11月下旬から４月中下

旬まで根雪期間となる。 

また留萌管内は強風地帯として有名で、特に冬期間に北西の季節風が強く吹き、留萌市の

平均風速は５ｍ/s、瞬間最大風速は30ｍ/sに達することがたびたびある。 

 

４　農業構造 

(1)　土壌条件 

　　土壌分布は南北で異なり、北部の天塩町の耕地土壌は、天塩川流域や宗谷管内に続く広大

なサロベツ原野に分布する泥炭土で大部分が占められている。これに対して、遠別町以南は

中小の河川沿いに平坦地が形成されており、主に細粒質褐色低地土・灰色低地土が分布して

いる。 

 

(2)　経営体数と就業構造 

令和２年（農業センサス）では、経営戸数は744戸と1,000戸を割り込み、年々減少傾向に

ある。そのため、１戸当たり経営面積が増加する傾向にあり、経営規模の拡大が進んでいる。

新規就農者は年次変動が大きく、ここ数年は５名程度で推移している。(図５）。 

 

 図４　規模別経営体割合の推移（H22より幌延町除く）

図３　気温と降水量の推移（気象庁：平年値）

図５　新規就農者の推移(留萌振興局新規就農者実態調査)



(3)　耕地面積の推移 

農家戸数の減少に伴い農地の

規模拡大傾向が続いている（図

６）。 

総農家戸数は各市町村100戸

前後で、１戸当たりの耕作面積

は、苫前町、遠別町、天塩町で

30haを超えるが、留萌市、増毛

町など南部地域は10ha以下の経

営規模が多くあり、農地の集積

はあまり進んでいない(図７）。 

 

 

(4)　年齢構成 

農家戸数の減少は歯止め

がかからない状況にある。

平成15年には1,500戸を割

り込んで昭和60年の農家戸

数から半減、その後も減少

は続き、兼業農家の離農が

農家戸数の減少へと直結し

ている。 

今後も高齢化の進展など

に伴い、減少傾向は続くこ

とが予想され、地域集落の

存亡や地域経済に及ぼす影

響が懸念される。 

近年、農家戸数の減少

は鈍化傾向にあるが、進

行する高齢化に伴い就業

人口は年々減少し、令和

２年の販売農家における

就業人口は、1,368人と

なっていて、農業就業者

の内60歳以上の占める割

合が50％以上になってい

る（図８）。さらに、65

歳以上割合では約44％

と、全道の40％を上回っ

ており、農業経営者の高

齢化が進んでいる。 

図７　市町村別総農家戸数と１戸あたり耕作面積（農林業センサス2020)

図８　農家戸数と60歳以上就業比率の推移（農林業センサス2020）

図６　耕地面積の推移（農林業センサス2020）



(5)　農業生産 

管内農業産出額は令和５年度は175億

円となり、畜産部門が約６割、耕種部

門約４割の構成比となっている。 

北部地域を中心とした酪農は、経営

規模の拡大が進み、道内有数の酪農郷

を形成している。 

中南部の稲作は我が国の水稲生産の

北限であるが、道内有数の良質米産地

として高い評価を得ている。また、野

菜生産でも北限の地域であり、その気

候風土を活かし、クリーンな野菜を生産し出荷している。 

留萌南部の増毛町は、道内有数の果樹産地であり、おうとう、りんご、なし、ぶどう等が

生産され、観光果樹園、直売等が盛んである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９　管内の地域別産出額（R05）

図13　主要畑作物の作付面積推移（北海道農林水産統計年報）

図10　乳用牛の飼養頭数及び戸数の推移（畜産統計調査）

図11 水稲(うるち米)品種別栽培面積(R6 JAるもい) 図12　水稲(もち米)品種別栽培面積(R6 JAるもい)

図14　主要野菜の作付面積割合（R6）


